
●ご加入に際して特にご確認いただきたい事項をこの「契約概要」に記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださいま
すようお願いいたします。
●申込人と被保険者（補償の対象者）が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容を必ずお伝えください。
●この書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款（団体総合生
活補償保険普通保険約款、傷害保険普通保険約款、団体長期障害所得補償保険普通保険約款）・特約および保険契約者と引受保険会社との間
で締結する協定書等（団体長期障害所得補償保険）によって定まります。ご不明な点については、取扱代理店または引受保険会社までお問い合
わせください。
●契約取扱者が代理店または社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・
ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代理店または社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直
接契約されたものとなります。

１．商品の仕組みおよび引受条件等
（１）商品の仕組み
　この保険は、被保険者（補償の対象者）が事故によりケガをされた場
合や病気（医療保障・医療オプションにご加入の場合）・就業不能（所
得保障にご加入の場合）・就業障害（長期所得保障にご加入の場合）
になられたときなどに保険金をお支払いします。被保険者の範囲によ
って商品をお選びいただくことができます。
　特約をセットすることで、携行品損害、賠償責任など日常でのさまざ
まな事故を補償することも可能です。

●被保険者としてご加入いただける方および被保険者の範囲は次のと
おりです。

重要事項のご説明
契約概要のご説明

基本契約（傷害保障・賠償責任保障）、（本人向け）所得保障オプション、
医療保障・医療オプション、その他オプション

（団体総合生活補償保険（標準型）・普通傷害保険・疾病特約付団体普通傷害保険特約付普通傷害保険・団体長期障害所得補償保険）

疾病特約付普通傷害保険

被保険者（補償の対象者）の範囲
（○：被保険者の対象
－：被保険者の対象外）

本人（＊2）

○

○ ○ ○

－ －

配偶者
その他
親族（＊3）

・被保険者の範囲は加入申込票の被
保険者欄に記載の方（被保険者本
人）
・病気部分の被保険者としてご加入
いただける方は、保険期間の開始
時点で、組合員ご本人およびその
配偶者については、新規：満75
歳、継続：満100歳までの方、組合
員ご本人およびその配偶者の親に
ついては、新規：満69歳、継続：満
100歳までの方、その他親族につ
いては新規・継続とも満0歳～満
69歳までの方になります。

・被保険者の範囲は加入申込票の被
保険者欄に記載の方（被保険者本
人）
　ただし、働いて収入（所得）を得て
いる方で、事前に保険契約者と協
定した範囲の方のうち、始期日時
点における年令が満15歳以上64歳
（60才型は59歳）以下の方かつ
健康状況告知の結果、ご加入でき
ると判定された方に限ります。

○ ○ －

団体総合生活補償保険（標準型）
家族型（＊1）
団体総合生活補償保険（標準型）
夫婦型（＊1）
団体総合生活補償保険（標準型）
本人型
団体長期障害所得補償保険

保険の種類

（ａ）本人(＊２）

（ｂ）本人(＊２）の配偶者
（ｃ）同居の親族（本人（＊２)またはその配偶者と
同居の、本人（＊２)またはその配偶者の６親等
内の血族および３親等内の姻族）
（ｄ）別居の未婚の子（本人（＊２）またはその配
偶者と別居の、本人（＊２)またはその配偶者の
未婚の子）
（ｅ）（ａ）から（ｄ）までのいずれかに該当する方
が責任無能力者である場合は、その方の親権
者、その他の法定監督義務者および監督義務
者に代わって責任無能力者を監督する方(＊４)。
ただし、その責任無能力者に関する事故に限
ります。

（ａ）本人（＊２）。ただし、本人（＊２）と借用住宅の
賃借名義人が異なる場合には、その賃借名義
人を含みます。
（ｂ）借家人賠償責任補償特約については、
（ａ）の被保険者が責任無能力者である場合
は、その方の親権者、その他の法定監督義務
者および監督義務者に代わって責任無能力者
を監督する方(＊4)。ただし、その責任無能力者
に関する事故に限ります。

本人(＊２)

（注）下記の特約をセットした場合は、被保険
者の範囲が拡大されます。
・夫婦型への変更に関する特約（ホールインワ
ン・アルバトロス費用補償特約用）

主な特約

ホールインワン・
アルバトロス費用
補償特約（団体総合
生活補償保険用）

特約固有の被保険者の範囲

日常生活
賠償特約

受託物賠償
責任補償特約

借家人賠償
責任補償
（オールリスク）特約

修理費用
補償特約

（＊１）家族型には「家族型への変更に関する特約」が、夫婦型には「夫
婦型への変更に関する特約」がセットされます。

（＊２）加入申込票の被保険者ご本人欄記載の方をいいます。
（＊３）家族型の場合は次のいずれかの方をいいます。
・本人またはその配偶者と同居の、本人またはその配偶者の６親等内の
血族および３親等内の姻族
・本人またはその配偶者と別居の、本人またはその配偶者の未婚の子
（＊4）監督義務者に代わって責任無能力者を監督する方は、責任無能力
者の６親等内の血族、配偶者および3親等内の姻族に限ります。

（注）同居・別居の別および続柄は保険金支払事由発生の時におけるも
のをいいます。住民票上は同居となっていても実態が別居の場合は、
ここでいう同居には該当しません。

（２）補償内容
　保険金をお支払いする場合はこのパンフレットP.25～38のとおりで
す。詳細は普通保険約款・特約および保険契約者と引受保険会社との
間で締結する協定書（団体長期障害所得補償保険）に基づきます。
　①保険金をお支払いする場合（支払事由）と保険金のお支払額
　　このパンフレットP.25～38をご参照ください。
　②保険金をお支払いしない主な場合（主な免責事由）
　　このパンフレットP.25～38をご参照ください。なお、詳細は普通保
　険約款・特約の「保険金を支払わない場合」の項目に記載されてお
　ります。

（３）セットできる主な特約およびその概要
　このパンフレットP.25～38、P.42をご参照ください。特約の内容の詳
細は普通保険約款・特約および保険契約者と引受保険会社との間で
締結する協定書（団体長期障害所得補償保険）に基づきます。
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●ご加入に際して特にご確認いただきたい事項をこの「契約概要」に記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださいま
すようお願いいたします。
●申込人と被保険者（補償の対象者）が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容を必ずお伝えください。
●この書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款（団体総合生
活補償保険普通保険約款、傷害保険普通保険約款、団体長期障害所得補償保険普通保険約款）・特約および保険契約者と引受保険会社との間
で締結する協定書等（団体長期障害所得補償保険）によって定まります。ご不明な点については、取扱代理店または引受保険会社までお問い合
わせください。
●契約取扱者が代理店または社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・
ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代理店または社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直
接契約されたものとなります。

１．商品の仕組みおよび引受条件等
（１）商品の仕組み
　この保険は、被保険者（補償の対象者）が事故によりケガをされた場
合や病気（医療保障・医療オプションにご加入の場合）・就業不能（所
得保障にご加入の場合）・就業障害（長期所得保障にご加入の場合）
になられたときなどに保険金をお支払いします。被保険者の範囲によ
って商品をお選びいただくことができます。
　特約をセットすることで、携行品損害、賠償責任など日常でのさまざ
まな事故を補償することも可能です。

●被保険者としてご加入いただける方および被保険者の範囲は次のと
おりです。

重要事項のご説明
契約概要のご説明

基本契約（傷害保障・賠償責任保障）、（本人向け）所得保障オプション、
医療保障・医療オプション、その他オプション

（団体総合生活補償保険（標準型）・普通傷害保険・疾病特約付団体普通傷害保険特約付普通傷害保険・団体長期障害所得補償保険）

疾病特約付普通傷害保険

被保険者（補償の対象者）の範囲
（○：被保険者の対象
－：被保険者の対象外）

本人（＊2）

○

○ ○ ○

－ －

配偶者
その他
親族（＊3）

・被保険者の範囲は加入申込票の被
保険者欄に記載の方（被保険者本
人）
・病気部分の被保険者としてご加入
いただける方は、保険期間の開始
時点で、組合員ご本人およびその
配偶者については、新規：満75
歳、継続：満100歳までの方、組合
員ご本人およびその配偶者の親に
ついては、新規：満69歳、継続：満
100歳までの方、その他親族につ
いては新規・継続とも満0歳～満
69歳までの方になります。

・被保険者の範囲は加入申込票の被
保険者欄に記載の方（被保険者本
人）
　ただし、働いて収入（所得）を得て
いる方で、事前に保険契約者と協
定した範囲の方のうち、始期日時
点における年令が満15歳以上64歳
（60才型は59歳）以下の方かつ
健康状況告知の結果、ご加入でき
ると判定された方に限ります。

○ ○ －

団体総合生活補償保険（標準型）
家族型（＊1）
団体総合生活補償保険（標準型）
夫婦型（＊1）
団体総合生活補償保険（標準型）
本人型
団体長期障害所得補償保険

保険の種類

（ａ）本人(＊２）

（ｂ）本人(＊２）の配偶者
（ｃ）同居の親族（本人（＊２)またはその配偶者と
同居の、本人（＊２)またはその配偶者の６親等
内の血族および３親等内の姻族）
（ｄ）別居の未婚の子（本人（＊２）またはその配
偶者と別居の、本人（＊２)またはその配偶者の
未婚の子）
（ｅ）（ａ）から（ｄ）までのいずれかに該当する方
が責任無能力者である場合は、その方の親権
者、その他の法定監督義務者および監督義務
者に代わって責任無能力者を監督する方(＊４)。
ただし、その責任無能力者に関する事故に限
ります。

（ａ）本人（＊２）。ただし、本人（＊２）と借用住宅の
賃借名義人が異なる場合には、その賃借名義
人を含みます。
（ｂ）借家人賠償責任補償特約については、
（ａ）の被保険者が責任無能力者である場合
は、その方の親権者、その他の法定監督義務
者および監督義務者に代わって責任無能力者
を監督する方(＊4)。ただし、その責任無能力者
に関する事故に限ります。

本人(＊２)

（注）下記の特約をセットした場合は、被保険
者の範囲が拡大されます。
・夫婦型への変更に関する特約（ホールインワ
ン・アルバトロス費用補償特約用）

主な特約

ホールインワン・
アルバトロス費用
補償特約（団体総合
生活補償保険用）

特約固有の被保険者の範囲

日常生活
賠償特約

受託物賠償
責任補償特約

借家人賠償
責任補償
（オールリスク）特約

修理費用
補償特約

（＊１）家族型には「家族型への変更に関する特約」が、夫婦型には「夫
婦型への変更に関する特約」がセットされます。

（＊２）加入申込票の被保険者ご本人欄記載の方をいいます。
（＊３）家族型の場合は次のいずれかの方をいいます。
・本人またはその配偶者と同居の、本人またはその配偶者の６親等内の
血族および３親等内の姻族
・本人またはその配偶者と別居の、本人またはその配偶者の未婚の子
（＊4）監督義務者に代わって責任無能力者を監督する方は、責任無能力
者の６親等内の血族、配偶者および3親等内の姻族に限ります。

（注）同居・別居の別および続柄は保険金支払事由発生の時におけるも
のをいいます。住民票上は同居となっていても実態が別居の場合は、
ここでいう同居には該当しません。

（２）補償内容
　保険金をお支払いする場合はこのパンフレットP.25～38のとおりで
す。詳細は普通保険約款・特約および保険契約者と引受保険会社との
間で締結する協定書（団体長期障害所得補償保険）に基づきます。
　①保険金をお支払いする場合（支払事由）と保険金のお支払額
　　このパンフレットP.25～38をご参照ください。
　②保険金をお支払いしない主な場合（主な免責事由）
　　このパンフレットP.25～38をご参照ください。なお、詳細は普通保
　険約款・特約の「保険金を支払わない場合」の項目に記載されてお
　ります。

（３）セットできる主な特約およびその概要
　このパンフレットP.25～38、P.42をご参照ください。特約の内容の詳
細は普通保険約款・特約および保険契約者と引受保険会社との間で
締結する協定書（団体長期障害所得補償保険）に基づきます。
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（４）保険期間
　この保険の保険期間は、2022年12月1日午後4時から2023年12月1
日午後4時までの1年間です。
　お客さまが、実際にご加入いただく保険期間については、加入申込票
およびこのパンフレット表紙をご確認ください。

（５）引受条件
＜団体総合生活補償保険（標準型）・疾病特約付普通傷害保険のみ＞
　ご契約の引受範囲および引受範囲外の職業・職務につきましては、
「注意喚起情報のご説明」の「２．（２）通知義務等（ご加入後にご連
絡いただく事項）」＜ご契約の引受範囲＞＜ご契約の引受範囲外＞を
ご参照ください。
　また、お客さまが実際にご加入いただく保険金額につきましては、加
入申込票の保険金額欄、普通保険約款・特約等にてご確認ください。
　ご加入いただく保険金額につきましては、次の点にご注意ください。
・保険金額は被保険者（補償の対象者）の方の年令・年収などに照ら
して適正な金額となるように設定してください。場合により、お引
受できない保険金額・ご加入条件等もありますのであらかじめご承
知おきください。

＜所得保障オプションのみ＞
　ご加入いただく所得補償保険金額は、被保険者（補償の対象者）が加
入されている公的医療保険制度の給付内容をご勘案いただいたうえ
で、平均月間所得額の範囲内で適正となるようご契約時に設定いただ
きます。（就業不能にかかわらず得られる年金、利子、配当、不動産賃
貸料などは平均月間所得額に含めることはできません。）なお、所得
補償保険金額が平均月間所得額を超える場合には、その上回る部分に
ついては保険金をお支払いできませんのでご注意ください。
＜長期所得保障のみ＞
　ご加入いただく支払基礎所得額は、平均月間所得額以内となるよう設
定してください。なお、支払基礎所得額に約定給付率を乗じた額が平
均月間所得額を超える場合には、その上回る部分については保険金を
お支払いできませんのでご注意ください。

2．保険料
　保険料は保険金額・支払基礎所得額・保険期間・お仕事の内容・年
令・性別・ご加入いただいた被保険者の人数・免責期間・てん補期間
等によって決定されます。詳細は取扱代理店または引受保険会社ま
でお問い合わせください。なお、実際にご加入いただくお客さまの保
険料は加入申込票およびこのパンフレットP.7～8にてご確認くださ
い。

3．保険料の払込方法について
　このパンフレット裏面をご参照ください。長期所得保障を除いて、分
割払の場合には、払込回数により、保険料が割増となっています。

4．満期返れい金・契約者配当金
　この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。

5．解約返れい金の有無
　ご加入の脱退（解約）に際しては、ご加入時の条件により、保険期間
のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還しま
す。始期日から解約日までの期間に応じて払込みいただくべき保険料
の払込状況により追加の保険料をご請求をさせていただく場合があ
ります。追加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、
ご加入を解除することがあります。「注意喚起情報のご説明」の「7．
解約と解約返れい金」をご参照ください。
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１．クーリングオフ説明書（ご契約のお申込みの撤回等）
　この保険は全国電力生活協同組合連合会が保険契約者となる団体契
約であることから、クーリングオフの対象となりません。

２．告知義務・通知義務等
（１）告知義務（ご加入時にお申出いただく事項）
■被保険者（補償の対象者）には、告知義務があり、取扱代理店には告
知受領権があります。告知義務とは、ご加入時に告知事項について、
事実を正確に知らせる義務のことです。
■告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知
を求めるもので、加入申込票に記載された内容のうち、「※」印がつい
ている項目のことです。この項目について、故意または重大な過失に
よって告知がなかった場合や告知した事項が事実と異なる場合には、
ご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。加入申
込票の記載内容を必ずご確認ください。

【告知事項】
①被保険者（＊）の「職業・職務」
（＊）団体総合生活補償保険（標準型）家族型・夫婦型の場合、「被保険
者ご本人」と読み替えます。
②他の保険契約等（＊）に関する情報
（＊）同種の危険を補償する他の保険契約等で、団体総合生活補償保
険・普通傷害保険・所得補償保険・団体長期障害所得補償保険等をい
い、いずれも積立保険を含みます。また、他の保険会社等における契
約、共済契約、生命保険契約等を含みます。
③被保険者の「生年月日」「年令」「性別」（所得保障、疾病特約付普通
傷害保険、団体長期障害所得補償保険）
④被保険者の健康状況告知（所得保障、疾病特約付普通傷害保険、団
体長期障害所得補償保険）

【健康状況告知について】
（注）告知事項の回答にあたっては、申込票裏面「健康状況告知書ご記
入のご案内」もあわせてご覧ください。
・被保険者（補償の対象者）の健康状況に関する質問事項（健康状況告
知書質問事項）に正確にご回答ください。この質問事項に対するご回
答は、口頭ではなく、加入申込票の「健康状況告知書質問事項回答
欄」に、必ず被保険者本人ご自身でご記入のうえ、「健康状況告知書
質問事項回答欄」にご署名ください。
　　（注）告知時における被保険者の年令が満１５歳未満の場合には、親
　　　権者のうちいずれかの方がお答えください。
・被保険者が組合員のご家族（配偶者、子、親、同居の親族）である場
合は、組合員の方が被保険者に確認のうえ、被保険者に代わってお答
えいただくことができます。
・健康状況告知の内容によってはご加入をお引受けできない場合があ
りますのであらかじめご了承ください。
・ご加入をお引受した場合でも、ご加入時（＊1）より前に発病した病
　気（＊2）（＊3）（発病日は医師の診断（＊4）によります。）については保険金
をお支払いしません（＊5）。このお取扱いは、健康状況告知に誤りがな
い場合でも例外ではありませんので、ご注意ください。
　なお、継続加入である場合で、病気を発病したとき（＊6）が疾病入院を
開始された日（＊7）（＊8）からご加入の継続する期間を遡及して1年以前
であるときは保険金をお支払いすることがあります。

（＊1）新規にご加入される場合は「この保険契約のご加入時」、継続加入さ
れる場合は「継続加入してきた最初の各プランのご加入時」をいいます。

（＊2）その病気と医学上因果関係がある病気を含みます。
（＊3）所得補償保険金、団体長期障害所得補償保険金または先進医
療・拡大治験・患者申出療養費用保険金の場合は「ご加入時（＊1）より
前に被った事故によるケガまたは発病した病気（＊2）」、ガン診断保険

金の場合は「ご加入時（＊1）より前に発病したガン（悪性新生物）（＊9）（＊
10）」、抗ガン剤治療保険金の場合は「ご加入時（＊1）より前に発病したガ
ン（悪性新生物）（＊9）」、三大疾病診断保険の場合は「ご加入時（＊1）よ
り前に発病した三大疾病（＊11）」、介護保険金の場合は「ご加入時（＊1）よ
り前に要介護状態の原因となった事由が発生していた場合」と読み替
えます。

（＊4）人間ドックや定期健康診断での指摘を含みます。
（＊5）団体長期障害所得補償保険金の場合、初年度契約の保険期間の
開始時から遡及して1年以内に就業障害の原因となった身体障害につ
き、医師の治療（診察、検査、投薬を含みます。）を受けていなかった
ときは、保険金をお支払いすることがあります。

（＊6）所得補償保険金、団体長期障害所得補償保険金または先進医
療・拡大治験・患者申出療養費用保険金の場合は「ケガの原因となっ
た事故発生の時または病気を発病した時」、ガン診断保険金または抗
ガン剤治療保険金の場合は「ガンを発病した時」、三大疾病診断保険
の場合は「三大疾病を発病した時」、介護保険金の場合は「要介護状
態の原因となった事由が発生した時」と読み替えます。

（＊7）疾病入院保険金の支払いを伴わない手術費用保険金、疾病手術
保険金または放射線治療保険金の場合は、それぞれ「手術の開始時」、
「放射線治療の開始時」に疾病入院が開始したものとみなします。

（＊8）所得補償保険金の場合は「就業不能となられた日」、団体長期障
害所得補償保険金の場合は「就業障害となられた日」、ガン診断保険
金の場合は「医師によってガンと診断された日」、三大疾病診断保険
金の場合は「医師によってガンと診断された日または急性心筋梗塞も
しくは脳卒中による入院を開始された日」、抗ガン剤治療保険金の場
合は「そのガンによる抗ガン剤治療（ホルモン療法を含む）を開始さ
れた日」、先進医療・拡大治験・患者申出療養費用保険金の場合は「先
進医療・拡大治験・患者申出療養を開始された日」、介護保険金の場
合は「その事由による要介護状態が開始した日」と読み替えます。

（＊9）再発・転移したガンを含みます。再発・転移したガンとは原発ガ
ンと原発巣（最初にガンが発生した場所をいいます。）が同じである
と診断されたガンをいいます。

（＊10）そのガンと医学上因果関係がある病気を含みます。
（＊11）その三大疾病と医学上因果関係がある病気を含みます。
（２）通知義務等（ご加入後にご連絡いただく事項）
■ご加入後、被保険者に次の事実が発生した場合は、遅滞なくご加入の
取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない
場合、保険金を削減してお支払いすることがありますので、十分ご注
意ください。

【通知事項】
　① 職業・職務を変更した場合
　② 新たに職業に就いた場合
　③ 職業をやめた場合
　また、①または②のいずれかにおいて、下記の＜ご契約の引受範囲外＞
に該当した場合は、ご契約を解約していただくか、引受保険会社から
ご契約を解除します。

●ご加入に際して被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報」に記載しています。ご加入され
る前に必ずお読みいただき、ご加入くださいますようお願いいたします。
●申込人と被保険者（補償の対象者）が異なる場合には、被保険者の方にもこの書面の内容を必ずお伝えください。
●この書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款（団体総合
生活補償保険普通保険約款、傷害保険普通保険約款、団体長期障害所得補償保険普通保険約款）・特約および保険契約者と引受保険会社と
の間で締結する協定書等（団体長期障害所得補償保険）によって定まります。ご不明な点については、取扱代理店または引受保険会社までお
問い合わせください。
●契約取扱者が代理店または社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発
行・ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代理店または社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社
と直接契約されたものとなります。

オートテスター（テストライダー）、オートバイ競走選手、自動車競走
選手、自転車競走選手（競輪選手）、モーターボート（水上オートバイ
を含みます。）競走選手、猛獣取扱者（動物園の飼育係を含みま
す。）、プロボクサー、プロレスラー、ローラーゲーム選手（レフリーを
含みます。）、力士

その他これらと同程度またはそれ以上の危険な職業

＜ご契約の引受範囲＞

＜ご契約の引受範囲外＞
下記以外の職業

重要事項のご説明
注意喚起情報のご説明

基本契約（傷害保障・賠償責任保障）、（本人向け）所得保障オプション、
医療保障・医療オプション、その他オプション

（団体総合生活補償保険（標準型）・普通傷害保険・疾病特約付団体普通傷害保険特約付普通傷害保険・団体長期障害所得補償保険）
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１．クーリングオフ説明書（ご契約のお申込みの撤回等）
　この保険は全国電力生活協同組合連合会が保険契約者となる団体契
約であることから、クーリングオフの対象となりません。

２．告知義務・通知義務等
（１）告知義務（ご加入時にお申出いただく事項）
■被保険者（補償の対象者）には、告知義務があり、取扱代理店には告
知受領権があります。告知義務とは、ご加入時に告知事項について、
事実を正確に知らせる義務のことです。
■告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知
を求めるもので、加入申込票に記載された内容のうち、「※」印がつい
ている項目のことです。この項目について、故意または重大な過失に
よって告知がなかった場合や告知した事項が事実と異なる場合には、
ご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。加入申
込票の記載内容を必ずご確認ください。

【告知事項】
①被保険者（＊）の「職業・職務」
（＊）団体総合生活補償保険（標準型）家族型・夫婦型の場合、「被保険
者ご本人」と読み替えます。
②他の保険契約等（＊）に関する情報
（＊）同種の危険を補償する他の保険契約等で、団体総合生活補償保
険・普通傷害保険・所得補償保険・団体長期障害所得補償保険等をい
い、いずれも積立保険を含みます。また、他の保険会社等における契
約、共済契約、生命保険契約等を含みます。
③被保険者の「生年月日」「年令」「性別」（所得保障、疾病特約付普通
傷害保険、団体長期障害所得補償保険）
④被保険者の健康状況告知（所得保障、疾病特約付普通傷害保険、団
体長期障害所得補償保険）

【健康状況告知について】
（注）告知事項の回答にあたっては、申込票裏面「健康状況告知書ご記
入のご案内」もあわせてご覧ください。
・被保険者（補償の対象者）の健康状況に関する質問事項（健康状況告
知書質問事項）に正確にご回答ください。この質問事項に対するご回
答は、口頭ではなく、加入申込票の「健康状況告知書質問事項回答
欄」に、必ず被保険者本人ご自身でご記入のうえ、「健康状況告知書
質問事項回答欄」にご署名ください。
　　（注）告知時における被保険者の年令が満１５歳未満の場合には、親
　　　権者のうちいずれかの方がお答えください。
・被保険者が組合員のご家族（配偶者、子、親、同居の親族）である場
合は、組合員の方が被保険者に確認のうえ、被保険者に代わってお答
えいただくことができます。
・健康状況告知の内容によってはご加入をお引受けできない場合があ
りますのであらかじめご了承ください。
・ご加入をお引受した場合でも、ご加入時（＊1）より前に発病した病
　気（＊2）（＊3）（発病日は医師の診断（＊4）によります。）については保険金
をお支払いしません（＊5）。このお取扱いは、健康状況告知に誤りがな
い場合でも例外ではありませんので、ご注意ください。
　なお、継続加入である場合で、病気を発病したとき（＊6）が疾病入院を
開始された日（＊7）（＊8）からご加入の継続する期間を遡及して1年以前
であるときは保険金をお支払いすることがあります。

（＊1）新規にご加入される場合は「この保険契約のご加入時」、継続加入さ
れる場合は「継続加入してきた最初の各プランのご加入時」をいいます。

（＊2）その病気と医学上因果関係がある病気を含みます。
（＊3）所得補償保険金、団体長期障害所得補償保険金または先進医
療・拡大治験・患者申出療養費用保険金の場合は「ご加入時（＊1）より
前に被った事故によるケガまたは発病した病気（＊2）」、ガン診断保険

金の場合は「ご加入時（＊1）より前に発病したガン（悪性新生物）（＊9）（＊
10）」、抗ガン剤治療保険金の場合は「ご加入時（＊1）より前に発病したガ
ン（悪性新生物）（＊9）」、三大疾病診断保険の場合は「ご加入時（＊1）よ
り前に発病した三大疾病（＊11）」、介護保険金の場合は「ご加入時（＊1）よ
り前に要介護状態の原因となった事由が発生していた場合」と読み替
えます。

（＊4）人間ドックや定期健康診断での指摘を含みます。
（＊5）団体長期障害所得補償保険金の場合、初年度契約の保険期間の
開始時から遡及して1年以内に就業障害の原因となった身体障害につ
き、医師の治療（診察、検査、投薬を含みます。）を受けていなかった
ときは、保険金をお支払いすることがあります。

（＊6）所得補償保険金、団体長期障害所得補償保険金または先進医
療・拡大治験・患者申出療養費用保険金の場合は「ケガの原因となっ
た事故発生の時または病気を発病した時」、ガン診断保険金または抗
ガン剤治療保険金の場合は「ガンを発病した時」、三大疾病診断保険
の場合は「三大疾病を発病した時」、介護保険金の場合は「要介護状
態の原因となった事由が発生した時」と読み替えます。

（＊7）疾病入院保険金の支払いを伴わない手術費用保険金、疾病手術
保険金または放射線治療保険金の場合は、それぞれ「手術の開始時」、
「放射線治療の開始時」に疾病入院が開始したものとみなします。

（＊8）所得補償保険金の場合は「就業不能となられた日」、団体長期障
害所得補償保険金の場合は「就業障害となられた日」、ガン診断保険
金の場合は「医師によってガンと診断された日」、三大疾病診断保険
金の場合は「医師によってガンと診断された日または急性心筋梗塞も
しくは脳卒中による入院を開始された日」、抗ガン剤治療保険金の場
合は「そのガンによる抗ガン剤治療（ホルモン療法を含む）を開始さ
れた日」、先進医療・拡大治験・患者申出療養費用保険金の場合は「先
進医療・拡大治験・患者申出療養を開始された日」、介護保険金の場
合は「その事由による要介護状態が開始した日」と読み替えます。

（＊9）再発・転移したガンを含みます。再発・転移したガンとは原発ガ
ンと原発巣（最初にガンが発生した場所をいいます。）が同じである
と診断されたガンをいいます。

（＊10）そのガンと医学上因果関係がある病気を含みます。
（＊11）その三大疾病と医学上因果関係がある病気を含みます。
（２）通知義務等（ご加入後にご連絡いただく事項）
■ご加入後、被保険者に次の事実が発生した場合は、遅滞なくご加入の
取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない
場合、保険金を削減してお支払いすることがありますので、十分ご注
意ください。

【通知事項】
　① 職業・職務を変更した場合
　② 新たに職業に就いた場合
　③ 職業をやめた場合
　また、①または②のいずれかにおいて、下記の＜ご契約の引受範囲外＞
に該当した場合は、ご契約を解約していただくか、引受保険会社から
ご契約を解除します。

●ご加入に際して被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報」に記載しています。ご加入され
る前に必ずお読みいただき、ご加入くださいますようお願いいたします。
●申込人と被保険者（補償の対象者）が異なる場合には、被保険者の方にもこの書面の内容を必ずお伝えください。
●この書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款（団体総合
生活補償保険普通保険約款、傷害保険普通保険約款、団体長期障害所得補償保険普通保険約款）・特約および保険契約者と引受保険会社と
の間で締結する協定書等（団体長期障害所得補償保険）によって定まります。ご不明な点については、取扱代理店または引受保険会社までお
問い合わせください。
●契約取扱者が代理店または社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発
行・ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代理店または社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社
と直接契約されたものとなります。

オートテスター（テストライダー）、オートバイ競走選手、自動車競走
選手、自転車競走選手（競輪選手）、モーターボート（水上オートバイ
を含みます。）競走選手、猛獣取扱者（動物園の飼育係を含みま
す。）、プロボクサー、プロレスラー、ローラーゲーム選手（レフリーを
含みます。）、力士

その他これらと同程度またはそれ以上の危険な職業

＜ご契約の引受範囲＞

＜ご契約の引受範囲外＞
下記以外の職業

重要事項のご説明
注意喚起情報のご説明

基本契約（傷害保障・賠償責任保障）、（本人向け）所得保障オプション、
医療保障・医療オプション、その他オプション

（団体総合生活補償保険（標準型）・普通傷害保険・疾病特約付団体普通傷害保険特約付普通傷害保険・団体長期障害所得補償保険）
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■ご加入後、申込人の住所などを変更される場合は、ご契約内容の変更
等が必要となります。ただちに取扱代理店または引受保険会社まで
ご連絡ください。

（３）その他の注意事項
■同種の危険を補償する他の保険契約等（＊）で、過去３年以内に合計し
て５万円以上保険金を請求または受領されたことがある場合は、加入
申込票の保険金請求歴欄にその内容を必ずご記入ください。

（＊）「同種の危険を補償する他の保険契約等」とは、団体総合生活補償
保険・普通傷害保険・所得補償保険・団体長期障害所得補償保険等を
いい、いずれも積立保険を含みます。また、他の保険会社等における
契約、共済契約等を含みます。
■保険金受取人について
＜団体総合生活補償保険（標準型）・疾病特約付普通傷害保険＞

＜団体長期障害所得補償保険＞
保険金の受取人は、普通保険約款・特約に定めております。
■ご加入後、直前１２か月における被保険者の所得の平均月間額が著し
く減少した場合は、取扱代理店または引受保険会社へご通知くださ
い。将来に向かって、支払基礎所得額に約定給付率を乗じた額（所得
保障においては保険金額）を、通知する直前の１２か月における被保
険者の所得の平均月間額まで減額することができます。（所得保障お
よび長期所得保障）
■被保険者による解除請求
＜団体総合生活補償保険（標準型）・疾病特約付普通傷害保険＞
　被保険者が保険契約者以外の方である場合に、次のいずれかに該当
するときは、被保険者は保険契約者にこの保険契約（＊）の解約を求め
ることができます。この場合、保険契約者はこの保険契約（＊）を解約
しなければなりません。
　①この保険契約（＊）の被保険者となることについて、同意していなか
　った場合
　②保険契約者または保険金を受け取るべき方に、次のいずれかに該
　当する行為があった場合
　　・引受保険会社に保険金を支払わせることを目的としてケガまた
　　は病気等を発生させ、または発生させようとしたこと。
　　・保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとしたこと。
　③保険契約者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者、その
　他の反社会的勢力に該当する場合
　④他の保険契約等との重複により、保険金額等の合計額が著しく過
　大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
　ること。
　⑤②～④の場合と同程度に被保険者の信頼を損ない、この保険契約（＊）
　　の存続を困難とする重大な事由を発生させた場合
　⑥保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了等により、この保
　険契約（＊）の被保険者となることについて同意した事情に著しい変
　更があった場合
　また①の場合は被保険者が引受保険会社に解約を求めることができ
ます。その際は被保険者であることの証明書類等の提出が必要とな
ります。

（注）家族型または夫婦型においては、被保険者ご本人から解約請求が
あった場合、または被保険者ご本人による引受保険会社への解約請求
があった場合には、保険契約者は次のａ．またはｂ．いずれかのことを
行わなければなりません。ただし、この保険契約において、その被保
険者ご本人が傷害後遺障害保険金の支払いを受けていた場合には
ｂ．によるものとします。
　　ａ．家族のうち新たに本人となる方の同意を得て、本人をその方に
　　  変更すること。
　　ｂ．この保険契約（＊）を解約すること。
＜団体長期障害所得補償保険＞
　被保険者が保険契約者以外の方である場合に、保険契約者との別段
の合意があるときを除き、被保険者は保険契約者にこの保険契約（＊）
の解約を求めることができます。この場合、保険契約者はこの保険契
約（＊）を解約しなければなりません。

（＊）保険契約　その被保険者に係る部分に限ります。
■複数のご契約があるお客さまへ
　次の特約等をセットする場合、補償内容が同様の保険契約等（団体総
合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社
以外の保険契約を含みます。）が他にあるときは、補償が重複するこ
とがあります。補償が重複すると、補償対象となる事故による損害に
ついては、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等に
よってはいずれか一方の保険契約からは保険金が支払われない場合
があり、保険料が無駄になることがあります。補償内容の差異や保険
金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。
(注) 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセット
している場合、ご加入を解約したときや、家族状況の変化（同居から
別居への変更等）により被保険者が補償の対象外となったとき等は、
特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。
＜補償が重複する可能性のある主な特約・ご契約＞

３．補償の開始時期
　始期日の午後４時に補償を開始します。保険料は、このパンフレット
裏面記載の方法により払込みください。このパンフレット裏面記載の
方法により保険料を払込みいただけない場合には、保険期間が始ま
った後であっても、保険金をお支払いしません。

４．保険金をお支払いしない主な場合（主な免責事由）等
（１）保険金をお支払いしない主な場合
　このパンフレットＰ.25～38をご参照ください。なお、保険金を支払わ
ない場合の詳細は普通保険約款・特約の「保険金を支払わない場合」
の項目および協定書に記載されておりますのでご確認ください。

（２）重大事由による解除
　次のことがある場合は、ご契約を解除し、保険金をお支払いできない
ことがあります。
①保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、引受保険
会社に保険金を支払わせることを目的としてケガや病気・身体障害
等を発生させ、または発生させようとしたこと。
②被保険者または保険金を受け取るべき方が、保険金の請求につい
て詐欺を行い、または行おうとしたこと。
③保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関
係者、その他の反社会的勢力に該当すると認められたこと。
④他の保険契約等との重複により、保険金額等の合計額が著しく過
大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがあ
ること。
⑤上記のほか、①～④と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保
険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させたこと。

５．保険料の払込猶予期間等の取扱い
（１）保険料は、このパンフレット裏面記載の方法により払込みくださ
い。このパンフレット裏面記載の方法により保険料を払込みいただけ
ない場合には、保険金をお支払いできないことがあります。また、ご
契約を解除させていただくことがあります。
＜団体総合生活補償保険（標準型）・疾病特約付普通傷害保険＞
（２）分割払の場合で、保険金をお支払いする場合が発生し、保険金を支
払うことにより契約の全部または一部が失効（または終了）したとき
には、未払込みの分割保険料を請求させていただくことがあります。

６．失効について
＜団体総合生活補償保険（標準型）・疾病特約付普通傷害保険＞
　ご加入後に、被保険者（家族型・夫婦型においては被保険者全員）が
死亡された場合には、この保険契約は失効となります。なお、傷害死
亡保険金をお支払いする場合に該当しない事由の死亡による失効の
ときは、未経過期間分の保険料を返還します。

・傷害死亡保険金は、特に傷害死亡保険金受取人を
定めなかった場合には、被保険者の法定相続人に
お支払いします。
（注）傷害死亡保険金受取人を法定相続人以外の方
に定める場合、被保険者の同意を確認するための
署名などをいただきます。なおこの場合、保険契約
者と被保険者が異なるご契約を被保険者の同意の
ないままにご契約されていたときは、保険契約が
無効となります。また、ご契約後に傷害死亡保険金
受取人を変更する場合も、被保険者の同意を確認
するための署名などをいただきます。
・普通保険約款・特約に定めております。

保
険
金
受
取
人

傷害
死亡保険金

上記以外 今回ご加入いただく補償 補償の重複が生じる他の保険契約の例
団体長期障害所得補償保険

賃貸住宅保障
借家人賠償責任補償特約等

火災保険
借家人賠償責任保険特約

他の団体長期障害所得補償保険
所得補償保険

今回ご加入いただく補償 補償の重複が発生する他の保険契約の例
団体総合生活補償保険（標準型）
日常生活賠償特約
団体総合生活補償保険（標準型）
ﾎｰﾙｲﾝﾜﾝ・ｱﾙﾊﾞﾄﾛｽ費用補償特約

団体総合生活補償保険（標準型）
所得補償（標準型）特約

ゴルファー保険
ﾎｰﾙｲﾝﾜﾝ・ｱﾙﾊﾞﾄﾛｽ費用補償特約

所得補償保険

自動車保険
日常生活賠償特約

（団体総合生活補償保険用）
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＜所得保障および長期所得保障＞
　ご加入後に、被保険者が死亡された場合、または、被保険者がこの保
険契約に基づき保険金が支払われる就業障害・就業不能の原因とな
ったケガや病気以外の原因によって、所得を得ることができるいかな
る業務にも従事しなくなった場合もしくは従事できなくなった場合
は、この保険契約（所得保障の場合は特約）は失効となります。この
場合、未経過期間分の保険料を返還します。

７．解約と解約返れい金
　ご加入を中途で脱退（解約）される場合は、ご加入の取扱代理店また
は引受保険会社までお申出ください。
・脱退（解約）日から満期日までの期間に応じて、解約返れい金を返還
させていただきます。ただし、解約返れい金は原則として未経過期間
分よりも少なくなります。
・始期日から脱退（解約）日までの期間に応じて払込みいただくべき保
険料について、追加のご請求をさせていただくことがあります。
＜団体長期障害所得補償保険＞
　追加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご加入を
解除することがあります。

８．保険会社破綻時等の取扱い
＜経営破綻した場合等の保険契約者の保護について＞
・引受保険会社の経営が破綻した場合など保険会社の業務または財産
の状況の変化によって、ご加入時にお約束した保険金・解約返れい金
等のお支払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されたりするこ
とがあります。
・損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、
「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入していま
す。この保険は「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害
保険会社が破綻した場合でも、次のとおり補償されます。

【所得補償（標準型）特約部分を除く団体総合生活補償保険（標準型）、
普通傷害保険＜ケガの補償＞】
　保険金、解約返れい金等は80％まで補償されます。ただし、破綻前に
発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事故による保険
金は100％補償されます。

【団体長期障害所得補償保険、疾病特約付普通傷害保険＜病気の補償
＞】
　保険金、解約返れい金等は90％まで補償されます。ただし、破綻前に
発生した事故による保険金は100％補償されます。

【所得補償（標準型）特約部分＜上記以外の補償＞】
　保険金、解約返れい金等は補償されます。補償割合については、引受
保険会社または取扱代理店までお問い合わせください。

９．個人情報の取扱いについて
　このパンフレットＰ.24をご参照ください。

10．「現在のご契約の解約・減額を前提とした新たなご契約」
のご注意

　現在のご契約について解約、減額などの契約内容の変更をされる場
合には、被保険者にとって不利益となるときがあります。また、新たに
お申込みの保険契約についても制限を受ける場合があります。

（１）現在のご契約について解約、減額などをされる場合の不利益事項
　多くの場合、現在のご契約の解約返れい金は払込みいただいた保険
料の合計額よりも少ない金額となります。特にご契約後短期間で解
約されたときの解約返れい金はまったくないか、あってもごくわずか
です。
（２）新たな保険契約をお申込みされる場合のご注意事項
　＜疾病特約付普通傷害保険・所得保障＞
　①新たにお申込みの保険契約については、被保険者の健康状況など
　によりご加入をお引受できない場合があります。
　②新たにお申込みの保険契約については、その保険契約の保険期間
　の開始時より前に生じている病気やケガ等（所得保障の場合は、そ
　れによる就業不能、就業障害の原因となった身体障害を被っていた
　場合）に対しては保険金をお支払いできないことがあります。
　③新たにお申込みの保険契約については、現在のご契約と商品内容
　が異なることがあります。新たな保険契約にご加入された場合、新
　たな保険契約の始期日における被保険者の年令により計算された
　保険料が適用されるとともに、新たな保険契約の普通保険約款・特
　約が適用されます。
　④新たにお申込みの保険契約については、保険料計算の基礎となる

　予定利率・予定死亡率等が解約・減額される契約と異なることがあ
　ります。
　＜長期所得補償＞
　①被保険者の健康状態などにより、新たな契約をお引受けできない
　場合があります。
　②新たな契約の保険期間の開始時より前に就業障害の原因となった
　身体障害を被っていた場合、保険金をお支払いしないことがありま
　す。
　③新たな契約の始期日における被保険者の年令により計算した保険
　料（＊）を適用し、新たな契約の普通保険約款・特約を適用します。そ
　のため、新たな契約の商品内容が、現在のご契約と異なることがあ
　ります。
　（＊）保険料の改定により、同じ年令でも保険料が異なることがあり
　ます。

この保険商品に関するお問い合わせは
このパンフレット裏面記載の取扱代理店までご連絡ください。

三井住友海上へのご相談・苦情・お問い合わせは
三井住友海上お客さまデスク

「チャットサポートなどの各種サービス」
https://www.ms-ins.com/contact/cc/

0120-632-277（無料）

指定紛争解決機関

万一、事故が起こったり、ケガをされたり、
病気になられた場合は

遅滞なく取扱代理店または下記にご連絡ください。
24時間365日事故受付サービス

0120-258-189（無料）
事故は いち早く

引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争
解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を
締結しています。引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一
般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行
うことができます。

一般社団法人 日本損害保険協会　そんぽＡＤＲセンター
〔ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）〕

0570-022-808
・受付時間[平日9：15～17：00（土日・祝日および年末年始を除きます）]
・携帯電話からも利用できます。IP電話からは03-4332-5241におかけ
　ください。
・おかけ間違いにご注意ください。
・詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。

https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html

「三井住友海上事故受付センター」

始期日 解約日 満期日

保険期間

未経過期間
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こちらからアクセスできます。



この書面では施設所有（管理）者賠償責任保険・生産物賠償責任保険・受託者賠償責任保険契約（検針業務賠償責任保障・ハンディターミナルセ
ット保障）に関する重要事項（「契約概要」「注意喚起情報」等）についてご説明しています。
お申込みいただく際には、ご加入の内容がお客さまのご意向に沿っていることをご確認ください。
ご加入の内容は、普通保険約款およびご加入の保険種類ごとの特別約款・特約（以下「普通保険約款・特約」といいます。）によって定まります。
普通保険約款・特約が必要な場合は、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。
申込人と記名被保険者が異なる場合は、記名被保険者の方にもこの書面の内容を必ずお伝えください。
※この書面を、ご加入後にお届けする加入者証とあわせて保管してくださいますようお願いいたします。

１．商品の仕組み
（１）商品の仕組み

２．引受条件等
（１）補償内容
　①被保険者

　　ただし、適用される普通保険約款・特約によりその他の被保険者が
設定される場合がありますので、詳細は普通保険約款・特約でご確
認ください。

　　（注）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書
　類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属書類がある場合
　は、これらの書類を含みます。

　②保険金をお支払いする主な場合
　　このパンフレットＰ.39～41の「保険金をお支払いする主な場合」の
ページをご参照ください。

　③保険金をお支払いしない主な場合（主な免責事由）
　　このパンフレットＰ.39～41の「保険金をお支払いしない主な場合」
のページをご参照ください。なお、詳細は普通保険約款・特約の
「保険金を支払わない場合」等の項目に記載されております。

　④お支払いの対象となる損害

　　このパンフレットＰ.39～41の「お支払いの対象となる損害」のペー
ジをご参照ください。

（２）セットできる主な特約
　この保険契約にはお客さまの任意でセットできる特約はありません。
（３）保険期間および補償の開始・終了時期
　①保険期間
　　保険期間は原則として１年間です。お客さまが実際にご加入いただ
く保険期間につきましては、パンフレットまたは加入申込票の「保
険期間」欄にてご確認ください。

　②補償の開始
　　始期日の午後４時（加入申込票またはセットされる特約にこれと異な

る時刻が記載されている場合にはその時刻）に補償を開始します。
　③補償の終了
　　満期日の午後４時に終了します。
（４）支払限度額等
　　このパンフレットＰ.19、Ｐ.39～41をご参照ください。

３．保険料の決定の仕組みと払込方法等
（１）保険料の決定の仕組み
　　保険料（注）は、保険料算出の基礎、支払限度額、保険期間等によっ
て決定されます。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問
合わせください。

　　お客さまが実際にご加入いただく保険料（注）につきましては、パン
フレットまたは加入申込票の「保険料」欄にてご確認ください。

　（注）申込人が保険契約に基づいて引受保険会社に払い込むべき金
　銭をいいます。

（２）保険料の払込方法
　　パンフレットをご参照ください。

４．満期返れい金・契約者配当金
　このご契約には、満期返れい金・契約者配当金はありません。

５．解約返れい金の有無
　ご加入の脱退（解約）に際しては、加入時の条件により、保険期間のう
ち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還しますが、
始期日から解約日までの期間に応じて払い込んでいただくべき保険料
の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合があります。注意
喚起情報のご説明の「6．解約と解約返れい金」をご参照ください。

重要事項のご説明 

契約概要のご説明
施設所有（管理）者賠償責任保険
生産物賠償責任保険
受託者賠償責任保険

１．クーリングオフ（ご契約のお申込みの撤回等）
　このご契約は全国電力生活協同組合連合会（中部電力生活協同組
合）が保険契約者となる団体契約であることから、クーリングオフの
対象ではありません。

２．告知義務・通知義務等
（１）ご加入時における注意事項（告知義務－加入申込票の記載上の注
意事項）　

①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には告
　知受領権があります。告知義務とは、ご契約時に告知事項につい
　て、事実を正確に知らせる義務のことです。
②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告

　知を求めるもので、加入申込票（注）に記載された内容のうち、「※」
　印がついている項目のことです。この項目について故意または重大
　な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と異な
　る場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあ
　ります。加入申込票（注）の記載内容を必ずご確認ください。

　この保険契約と補償の範囲が重なる他の保険契約等について既にご
加入されている場合、「補償の重複」が生じることがありますので、必
ずその内容（保険の種類、保険金額等）を告知してください。
　補償の範囲が重なるのは、この保険契約と異なる保険種類にセットされ
た特約の補償内容が同一となっているような場合もあります。ご不明の
場合は、現在ご加入されている保険契約の内容が確認できる書類とと
もに、取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせください。

委託検針員オプション

保険の種類 商品の仕組み

施設所有（管理）者賠償責
任保険
生産物賠償責任保険
受託者賠償責任保険

賠償責任保険普通保険約款
＋　保険法の適用に関する特約
　　（自動セット）
　　賠償責任保険追加特約
　　（自動セット）
＋　施設所有（管理）者特別約款
　　生産物特別約款
　　受託者特別約款

保険の種類 被保険者（ご加入いただいた保険契約で
補償を受けられる方をいいます。）

施設所有（管理）者賠
償責任保険
生産物賠償責任保険
受託者賠償責任保険

加入申込票（注）の「記名被保険者」欄に
記載された方が被保険者となります。

注意喚起情報のご説明
施設所有（管理）者賠償責任保険
生産物賠償責任保険
受託者賠償責任保険

ご加入に際して申込人にとって不利益になる事項等、特にご確認いただきたい事項をこの「注意喚起情報」
に記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださいますようお願いいたします。
この書面は、ご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細については、普通保険
約款・特約に記載していますのでご確認ください。
ご不明な点につきましては、取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせください。

ご加入に際して特にご確認いただきたい事項をこの「契約概要」に記載しています。ご加入前に必ず読ん
でいただき、お申込みくださいますようお願いします。この書面は、ご加入に関するすべての内容を記載し
ているものではありません。詳細については、普通保険約款・特約に記載していますのでご確認ください。
また、ご不明な点につきましては、取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせください。

特にご注意ください
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＜所得保障および長期所得保障＞
　ご加入後に、被保険者が死亡された場合、または、被保険者がこの保
険契約に基づき保険金が支払われる就業障害・就業不能の原因とな
ったケガや病気以外の原因によって、所得を得ることができるいかな
る業務にも従事しなくなった場合もしくは従事できなくなった場合
は、この保険契約（所得保障の場合は特約）は失効となります。この
場合、未経過期間分の保険料を返還します。

７．解約と解約返れい金
　ご加入を中途で脱退（解約）される場合は、ご加入の取扱代理店また
は引受保険会社までお申出ください。
・脱退（解約）日から満期日までの期間に応じて、解約返れい金を返還
させていただきます。ただし、解約返れい金は原則として未経過期間
分よりも少なくなります。
・始期日から脱退（解約）日までの期間に応じて払込みいただくべき保
険料について、追加のご請求をさせていただくことがあります。
＜団体長期障害所得補償保険＞
　追加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご加入を
解除することがあります。

８．保険会社破綻時等の取扱い
＜経営破綻した場合等の保険契約者の保護について＞
・引受保険会社の経営が破綻した場合など保険会社の業務または財産
の状況の変化によって、ご加入時にお約束した保険金・解約返れい金
等のお支払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されたりするこ
とがあります。
・損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、
「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入していま
す。この保険は「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害
保険会社が破綻した場合でも、次のとおり補償されます。

【所得補償（標準型）特約部分を除く団体総合生活補償保険（標準型）、
普通傷害保険＜ケガの補償＞】
　保険金、解約返れい金等は80％まで補償されます。ただし、破綻前に
発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事故による保険
金は100％補償されます。

【団体長期障害所得補償保険、疾病特約付普通傷害保険＜病気の補償
＞】
　保険金、解約返れい金等は90％まで補償されます。ただし、破綻前に
発生した事故による保険金は100％補償されます。

【所得補償（標準型）特約部分＜上記以外の補償＞】
　保険金、解約返れい金等は補償されます。補償割合については、引受
保険会社または取扱代理店までお問い合わせください。

９．個人情報の取扱いについて
　このパンフレットＰ.24をご参照ください。

10．「現在のご契約の解約・減額を前提とした新たなご契約」
のご注意

　現在のご契約について解約、減額などの契約内容の変更をされる場
合には、被保険者にとって不利益となるときがあります。また、新たに
お申込みの保険契約についても制限を受ける場合があります。

（１）現在のご契約について解約、減額などをされる場合の不利益事項
　多くの場合、現在のご契約の解約返れい金は払込みいただいた保険
料の合計額よりも少ない金額となります。特にご契約後短期間で解
約されたときの解約返れい金はまったくないか、あってもごくわずか
です。
（２）新たな保険契約をお申込みされる場合のご注意事項
　＜疾病特約付普通傷害保険・所得保障＞
　①新たにお申込みの保険契約については、被保険者の健康状況など
　によりご加入をお引受できない場合があります。
　②新たにお申込みの保険契約については、その保険契約の保険期間
　の開始時より前に生じている病気やケガ等（所得保障の場合は、そ
　れによる就業不能、就業障害の原因となった身体障害を被っていた
　場合）に対しては保険金をお支払いできないことがあります。
　③新たにお申込みの保険契約については、現在のご契約と商品内容
　が異なることがあります。新たな保険契約にご加入された場合、新
　たな保険契約の始期日における被保険者の年令により計算された
　保険料が適用されるとともに、新たな保険契約の普通保険約款・特
　約が適用されます。
　④新たにお申込みの保険契約については、保険料計算の基礎となる

　予定利率・予定死亡率等が解約・減額される契約と異なることがあ
　ります。
　＜長期所得補償＞
　①被保険者の健康状態などにより、新たな契約をお引受けできない
　場合があります。
　②新たな契約の保険期間の開始時より前に就業障害の原因となった
　身体障害を被っていた場合、保険金をお支払いしないことがありま
　す。
　③新たな契約の始期日における被保険者の年令により計算した保険
　料（＊）を適用し、新たな契約の普通保険約款・特約を適用します。そ
　のため、新たな契約の商品内容が、現在のご契約と異なることがあ
　ります。
　（＊）保険料の改定により、同じ年令でも保険料が異なることがあり
　ます。

この保険商品に関するお問い合わせは
このパンフレット裏面記載の取扱代理店までご連絡ください。

三井住友海上へのご相談・苦情・お問い合わせは
三井住友海上お客さまデスク

「チャットサポートなどの各種サービス」
https://www.ms-ins.com/contact/cc/

0120-632-277（無料）

指定紛争解決機関

万一、事故が起こったり、ケガをされたり、
病気になられた場合は

遅滞なく取扱代理店または下記にご連絡ください。
24時間365日事故受付サービス

0120-258-189（無料）
事故は いち早く

引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争
解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を
締結しています。引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一
般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行
うことができます。

一般社団法人 日本損害保険協会　そんぽＡＤＲセンター
〔ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）〕

0570-022-808
・受付時間[平日9：15～17：00（土日・祝日および年末年始を除きます）]
・携帯電話からも利用できます。IP電話からは03-4332-5241におかけ
　ください。
・おかけ間違いにご注意ください。
・詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。

https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html

「三井住友海上事故受付センター」

始期日 解約日 満期日

保険期間

未経過期間
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　（注）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類
　をいい、申込みに必要な内容を記載した付属書類がある場合は、こ
　れらの書類を含みます。

（２）ご加入後における注意事項（通知義務等）　特にご注意ください

　①ご加入後、次に該当する事実が発生した場合には、あらかじめ（事
実の発生が申込人または被保険者の責任によらない場合は遅滞な
く）取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。

　　ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこ
とがありますので、十分ご注意ください。

　　○加入申込票の「★」印がついている項目に記載された内容に変
　　　更が生じる場合
　　○ご加入時にご提出いただいた告知書、申告書等の記載内容に
　　　変更が生じる場合
　②ご加入後、次の事実が発生する場合は、ご加入内容の変更等が必要
となります。ただちに取扱代理店または引受保険会社にご通知く
ださい。

　　◇加入者証記載の住所または電話番号を変更する場合
　　◇上記のほか、特約の追加・削除等、契約条件を変更する場合

３．保険期間および補償の開始・終了時期
（１）保険期間
　保険期間は原則として１年間です。お客さまが実際にご加入いただく
保険期間につきましては、パンフレットまたは加入申込票の「保険期
間」欄にてご確認ください。

（２）補償の開始
　始期日の午後４時（加入申込票またはセットされる特約にこれと異な
る時刻が記載されている場合にはその時刻）に補償を開始します。

（３）補償の終了
　満期日の午後４時に終了します。

４．保険金をお支払いしない主な場合等
（１）保険金をお支払いしない主な場合
　パンフレットをご参照ください。なお、保険金をお支払いしない場合
の詳細は普通保険約款・特約の「保険金を支払わない場合」等の項目
に記載されておりますのでご確認ください。

（２）重大事由による解除
　次のことがある場合は、ご契約を解除し、保険金をお支払いできない
ことがあります。
　①保険契約者または被保険者が、引受保険会社に保険金を支払わせる

ことを目的として損害を生じさせ、または生じさせようとしたこと。
　②被保険者が、保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとし
たこと。

　③保険契約者または被保険者が、暴力団関係者、その他の反社会的
勢力に該当すると認められたこと。

　④上記のほか、①～③と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保
険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。

５．保険料の払込猶予期間等の取扱い　特にご注意ください
　保険料は、このパンフレット裏面記載の方法により払い込んでくださ
い。このパンフレット裏面記載の方法により保険料を払い込んでいた
だけない場合には、保険金をお支払いできません。また、ご契約を解
除する場合があります。

６．解約と解約返れい金
　ご加入を中途で脱退（解約）される場合は、取扱代理店または引受保
険会社に速やかにお申出ください。
　■ご加入の脱退（解約）に際しては、加入時の条件により、保険期間
のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還し
ます。ただし、解約返れい金は原則として未経過期間（下図をご参
照ください。）分よりも少なくなります。

１．お申込み時にご注意いただきたいこと
　～注意喚起情報のほかにご注意いただきたいこと～
（１）共同保険
　このパンフレットP.59をご参照ください。
（２）ご加入条件
　次のような場合には、保険期間終了後、継続加入できないことや補償内
容を変更させていただくことがあります。あらかじめご了承ください。

○著しく保険金請求の頻度が高いなど、加入者相互間の公平性を逸
脱する極端な保険金支払またはその請求があった場合

２．お申込み後にご注意いただきたいこと
　～注意喚起情報のほかにご注意いただきたいこと～
（１）加入者証の確認・保管
　このパンフレット裏面、P.59をご参照ください。

ご加入に際してご確認いただきたいその他の事項を記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださいますようお願いいた
します。この書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。ご加入の内容は普通保険約款・特約によって定まります。
また、ご不明な点については、取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせください。

その他のご説明　施設所有（管理）者賠償責任保険　生産物賠償責任保険　受託者賠償責任保険

始期日 解約日 満期日

保険期間

未経過期間

　■始期日から解約日までの期間に応じて払い込んでいただくべき保
険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合がありま
す。追加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご
契約を解除することがあります。

７．保険会社破綻時等の取扱い
○損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的
で、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入して
います。
○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用す
る従業員等の数が20人以下の法人をいいます。）またはマンション
管理組合（以下、「個人等」といいます。）である場合に限り「損害
保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻し
た場合でも、保険金、解約返れい金等は80％まで補償されます。た
だし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生し
た事故による保険金は100％補償されます。
○また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が
個人等であり、かつ保険料を負担している場合は、その被保険者に
係る部分については、上記補償の対象となります。

８．契約取扱者の権限
契約取扱者が代理店の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有
し、保険契約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・ご契約の管
理などの業務を行っています。したがって、代理店と契約され有効に成
立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約されたものとな
ります。

９．個人情報の取扱い
このパンフレットＰ.24をご参照ください。

引受保険会社にご相談・苦情がある場合
保険会社の連絡・相談・苦情窓口

引受保険会社との間で問題を解決できない場合
指定紛争解決機関

引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争
解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と手続実施基本契約を締
結しています。引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般
社団法人日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行う
ことができます。

・受付時間[平日9：15～17：00（土日・祝日および年末年始を除きます）]
・携帯電話からも利用できます。IP電話からは03-4332-5241におかけください。
・おかけ間違いにご注意ください。 
・詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。
　(https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html) 

一般社団法人 日本損害保険協会　そんぽＡＤＲセンター

0570-022-808〔ナビダイヤル
（全国共通・通話料有料）〕

この保険商品に関するお問い合わせは
このパンフレット裏面記載の取扱代理店までご連絡ください。
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三井住友海上お客さまデスク

「チャットサポートなどの各種サービス」
https://www.ms-ins.com/contact/cc/

0120-632-277（無料）

こちらからアクセスできます。



（２）保険金のご請求時にご提出いただく書類
被保険者または保険金を受け取るべき方には、下表のうち引受保険会社が求める書類をご提出いただく必要があります。なお、必要に応じて下表
以外の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。

（１）引受保険会社所定の保険金請求書

（２）引受保険会社所定の事故内容報告書、損害の発生を確認する
　書類およびその他これに類する書類（注）
（注）事故発生の状況・日時・場所、事故の原因、損害または費用発
生の有無を確認するための書類をいいます。

（３）損害賠償の額および損害賠償請求権者を確認する書類
①他人の身体障害の程度、損害の額および損害賠償請求権者を確
認する書類

②他人の財物破損（破損財物の使用不能による間接損害を含みま
す。）の程度、損害の額および損害賠償請求権者を確認する書類

③①および②のほか、損害の額、被害者および損害賠償請求権者を
確認する書類

④損害賠償請求権者に対して負担する損害賠償の額および損害賠
償金の支払いまたは保険金の支払いに関する損害賠償請求権者
の承諾を確認する書類

⑤共同不法行為の場合に第三者等に対する権利の移転を確認する
書類

（４）被保険者が負担した費用の額を示す書類

（５）その他必要に応じて引受保険会社が求める書類
①保険金請求権者を確認する書類

②引受保険会社が事故または損害の調査を行うために必要な書類

③他から支払われる損害賠償金・保険金・給付金等の額を確認する書
類

④保険金の請求を第三者に委任したことを確認する書類

■引受保険会社は、保険金請求に必要な書類（注１）をご提出いただいてからその日を含めて３０日以内に、保険金をお支払いするために必要な事項（注２）
の確認を終えて保険金をお支払いします（注３）。
（注１）保険金請求に必要な書類は、上記の表をご覧ください。
（注２）保険金をお支払いする事由発生の有無、保険金をお支払いしない事由の有無、保険金の算出、保険契約の効力の有無、その他引受保険会
社がお支払いすべき保険金の額の確定のために確認が必要な事項をいいます。
（注３）必要な事項の確認を行うために、警察など公の機関の捜査結果の照会、医療機関・損害保険鑑定人など専門機関の診断・鑑定等の結果の
照会、災害救助法が適用された被災地における調査、日本国外における調査等が不可欠な場合には、普通保険約款、特別約款および特約に定め
る日数までに保険金をお支払いします。この場合、引受保険会社は確認が必要な事項およびその確認を終える時期を被保険者に通知します。

■保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。保険金請求権の発生時期等の詳細は、普通保険約款、特別約款および特約
でご確認ください。
■損害賠償請求権者は、損害賠償金にかかわる被保険者の保険金請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受け
る権利）を有します。また、原則としてこれらの保険金請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。

引受保険会社所定の保険金請求書

引受保険会社所定の事故内容報告書、警察署・消防署の証明書、交通
事故証明書、事故原因・損害状況に関する写真・画像データ・修理業
者からの報告書、損害明細書、免責事由該当性を確認する書類

診断書、後遺障害診断書、死亡診断書、診療報酬明細書、治療費およ
び治療にかかわる交通費・諸雑費の領収書・明細書、休業損害証明
書、源泉徴収票、住民票、戸籍謄本

修理見積書・領収書、取得時の領収書、決算書類、事故前後の売上計
画・実績、自動車検査証（写）、建物登記簿謄本、戸籍謄本、全部（個
人）事項証明書

示談書、判決書、引受保険会社所定の念書および損害賠償請求権者
からの領収書

権利移転証（兼）念書

支出された損害防止費用・権利保全行使費用・緊急措置費用・協力費
用・争訟費用等の費用が確認できる書類・明細書

住民票、戸籍謄本、委任状、印鑑証明書、法人代表者資格証明書、代
表者事項証明書

引受保険会社所定の同意書

示談書、判決書、被害者からの領収書、保険会社からの支払通知書、
労災支給決定通知

委任を証する書類および委任を受けた方の印鑑証明書または法人代
表者資格証明書もしくは代表者事項証明書

保険金のご請求に必要な書類 書類の例

三井住友海上へのご連絡は
24時間365日事故受付サービス　三井住友海上事故受付センター

0120-258-189（無料）
事故は　いち早く

（２）示談交渉は必ず引受保険会社とご相談いただきながらおすすめく
ださい。　特にご注意ください
　この保険では、保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求権者と
の示談交渉を行う「示談交渉のサービス」を行いませんが、万一、被
保険者が損害賠償責任を負う事故が発生した場合には、賠償問題が
円満に解決するようご相談に応じさせていただきます。なお、あらか
じめ引受保険会社の同意を得ないで損害賠償責任を認めたり、損害
賠償金等を支払われた場合には、損害賠償責任がないと認められる
額等が保険金から差し引かれることがありますのでご注意ください。

３．事故が起こった場合の手続
（１）事故にあわれた場合の引受保険会社へのご連絡等
　事故が発生した場合は、あわてず、落ち着いて、次の処置を行ったうえ
で、取扱代理店または引受保険会社にご連絡ください。
　　①損害の発生および拡大の防止
　　②相手の確認
　　③目撃者の確認
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　（注）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類
　をいい、申込みに必要な内容を記載した付属書類がある場合は、こ
　れらの書類を含みます。

（２）ご加入後における注意事項（通知義務等）　特にご注意ください

　①ご加入後、次に該当する事実が発生した場合には、あらかじめ（事
実の発生が申込人または被保険者の責任によらない場合は遅滞な
く）取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。

　　ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこ
とがありますので、十分ご注意ください。

　　○加入申込票の「★」印がついている項目に記載された内容に変
　　　更が生じる場合
　　○ご加入時にご提出いただいた告知書、申告書等の記載内容に
　　　変更が生じる場合
　②ご加入後、次の事実が発生する場合は、ご加入内容の変更等が必要
となります。ただちに取扱代理店または引受保険会社にご通知く
ださい。

　　◇加入者証記載の住所または電話番号を変更する場合
　　◇上記のほか、特約の追加・削除等、契約条件を変更する場合

３．保険期間および補償の開始・終了時期
（１）保険期間
　保険期間は原則として１年間です。お客さまが実際にご加入いただく
保険期間につきましては、パンフレットまたは加入申込票の「保険期
間」欄にてご確認ください。

（２）補償の開始
　始期日の午後４時（加入申込票またはセットされる特約にこれと異な
る時刻が記載されている場合にはその時刻）に補償を開始します。

（３）補償の終了
　満期日の午後４時に終了します。

４．保険金をお支払いしない主な場合等
（１）保険金をお支払いしない主な場合
　パンフレットをご参照ください。なお、保険金をお支払いしない場合
の詳細は普通保険約款・特約の「保険金を支払わない場合」等の項目
に記載されておりますのでご確認ください。

（２）重大事由による解除
　次のことがある場合は、ご契約を解除し、保険金をお支払いできない
ことがあります。
　①保険契約者または被保険者が、引受保険会社に保険金を支払わせる

ことを目的として損害を生じさせ、または生じさせようとしたこと。
　②被保険者が、保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとし
たこと。

　③保険契約者または被保険者が、暴力団関係者、その他の反社会的
勢力に該当すると認められたこと。

　④上記のほか、①～③と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保
険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。

５．保険料の払込猶予期間等の取扱い　特にご注意ください
　保険料は、このパンフレット裏面記載の方法により払い込んでくださ
い。このパンフレット裏面記載の方法により保険料を払い込んでいた
だけない場合には、保険金をお支払いできません。また、ご契約を解
除する場合があります。

６．解約と解約返れい金
　ご加入を中途で脱退（解約）される場合は、取扱代理店または引受保
険会社に速やかにお申出ください。
　■ご加入の脱退（解約）に際しては、加入時の条件により、保険期間
のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還し
ます。ただし、解約返れい金は原則として未経過期間（下図をご参
照ください。）分よりも少なくなります。

１．お申込み時にご注意いただきたいこと
　～注意喚起情報のほかにご注意いただきたいこと～
（１）共同保険
　このパンフレットP.59をご参照ください。
（２）ご加入条件
　次のような場合には、保険期間終了後、継続加入できないことや補償内
容を変更させていただくことがあります。あらかじめご了承ください。

○著しく保険金請求の頻度が高いなど、加入者相互間の公平性を逸
脱する極端な保険金支払またはその請求があった場合

２．お申込み後にご注意いただきたいこと
　～注意喚起情報のほかにご注意いただきたいこと～
（１）加入者証の確認・保管
　このパンフレット裏面、P.59をご参照ください。

ご加入に際してご確認いただきたいその他の事項を記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださいますようお願いいた
します。この書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。ご加入の内容は普通保険約款・特約によって定まります。
また、ご不明な点については、取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせください。

その他のご説明　施設所有（管理）者賠償責任保険　生産物賠償責任保険　受託者賠償責任保険

始期日 解約日 満期日

保険期間

未経過期間

　■始期日から解約日までの期間に応じて払い込んでいただくべき保
険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合がありま
す。追加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご
契約を解除することがあります。

７．保険会社破綻時等の取扱い
○損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的
で、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入して
います。
○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用す
る従業員等の数が20人以下の法人をいいます。）またはマンション
管理組合（以下、「個人等」といいます。）である場合に限り「損害
保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻し
た場合でも、保険金、解約返れい金等は80％まで補償されます。た
だし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生し
た事故による保険金は100％補償されます。
○また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が
個人等であり、かつ保険料を負担している場合は、その被保険者に
係る部分については、上記補償の対象となります。

８．契約取扱者の権限
契約取扱者が代理店の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有
し、保険契約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・ご契約の管
理などの業務を行っています。したがって、代理店と契約され有効に成
立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約されたものとな
ります。

９．個人情報の取扱い
このパンフレットＰ.24をご参照ください。

引受保険会社にご相談・苦情がある場合
保険会社の連絡・相談・苦情窓口

引受保険会社との間で問題を解決できない場合
指定紛争解決機関

引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争
解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と手続実施基本契約を締
結しています。引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般
社団法人日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行う
ことができます。

・受付時間[平日9：15～17：00（土日・祝日および年末年始を除きます）]
・携帯電話からも利用できます。IP電話からは03-4332-5241におかけください。
・おかけ間違いにご注意ください。 
・詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。
　(https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html) 

一般社団法人 日本損害保険協会　そんぽＡＤＲセンター

0570-022-808〔ナビダイヤル
（全国共通・通話料有料）〕

この保険商品に関するお問い合わせは
このパンフレット裏面記載の取扱代理店までご連絡ください。
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三井住友海上お客さまデスク

「チャットサポートなどの各種サービス」
https://www.ms-ins.com/contact/cc/

0120-632-277（無料）

こちらからアクセスできます。



●お申込人・被保険者となれる方の範囲
・お申込人：「中部電力生活協同組合に所属している組合員ご本人」に
限ります。
・団体総合生活補償保険（標準型）本人型（パーソナルセット）で被保
険者（補償の対象者）となれる方の範囲、家族型（ファミリーセット）
および夫婦型（夫婦セット）で被保険者（補償の対象者）本人となれ
る方の範囲は、中部電力生活協同組合に所属している組合員ご本人
になります。
　※団体総合生活補償保険（標準型）家族型の被保険者（補償の対象

者）の範囲は被保険者（保障の対象者）本人、配偶者、本人または配
偶者と同居の親族、本人または配偶者と別居の未婚の子となりま
す。団体総合生活補償保険（標準型）夫婦型の被保険者（補償の対
象者）の範囲は被保険者（保障の対象者）本人、配偶者となります。

　（注）ここでいう「被保険者の範囲」は、保険金支払事由発生時の条
件となります。また、親族とは、本人またはその配偶者の6親等内
の血族および3親等内の姻族をいいます。

・疾病特約付普通傷害保険で被保険者（補償の対象者）となれる方の
範囲は、次のいずれも満たす方に限ります。
①保険期間の開始時点で、組合員ご本人およびその配偶者について
は、新規：満75歳、継続：満100歳までの方、組合員ご本人およびそ
の配偶者の親については、新規：満69歳、継続：満100歳までの方、
組合員ご本人と同居の親族、組合員ご本人と別居する配偶者と同居
の子・兄弟姉妹、組合員ご本人または配偶者と別居の未婚の子につ
いては新規・継続とも、満0歳～69歳までの方。
②健康状況告知の結果、ご加入できると判定された方
・団体長期障害所得補償保険で被保険者になれる方の範囲は中部電力
生活協同組合に所属している組合員ご本人になります。
・施設所有（管理）者賠償責任保険、生産物賠償責任保険、受託者賠償
責任保険は組合員ご本人（委託検針員）のみです。
●お客さまのご加入内容が登録されることがあります。
　損害保険制度が健全に運営され、死亡保険金、後遺障害保険金、入
院保険金、通院保険金等のお支払いが正しく確実に行われるよう、こ
れらの保険金のある保険契約について、一般社団法人 日本損害保険
協会が運営する契約内容登録制度への登録を実施しております。
●この保険のご加入にあたっては、補償内容が同様の保険契約（団体総合
生活補償保険、団体長期障害所得補償保険、疾病特約付普通傷害保険
契約以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社以外の保険契
約を含みます。）が他にあるときは、補償が重複することがあります。補
償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの
保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一
方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄
になることがあります。補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の
要否を判断のうえ、ご加入ください。
●ご加入いただいた後にお届けする加入者証は、内容をご確認のうえ、
大切に保管してください。
●この保険の保険期間は1年間となります。保険金請求状況等によって
は、保険期間終了後、継続加入できないことや補償内容を変更させて
いただくことがあります。あらかじめご了承ください。
●この保険は全国電力生活協同組合連合会が保険契約者となる団体契
約です。被保険者が保険料を負担される場合、保険契約者が保険料を
とりまとめのうえ引受保険会社に払い込みます。なお、保険契約者が
引受保険会社に保険料を払い込まなかった場合には、保険契約が解
除され保険金が支払われないことがあります。また、保険契約者また
は被保険者がご加入の取消等をされた場合、引受保険会社は返還保
険料を保険契約者に返還します。
＜保険金をお支払いする場合に該当したとき（P.20、58もあわせてご覧
ください。）＞
＜保険金支払いの履行期＞
●引受保険会社は、保険金請求に必要な書類（＊１）をご提出いただいて
　からその日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするために必要
　な事項の確認（＊２）を終えて保険金をお支払いします。（＊３）　
（＊１）保険金請求に必要な書類は、「保険金のご請求時にご提出いただ
く書類」をご参照ください。代理請求人が保険金を請求される場合
は、被保険者が保険金を請求できない事情を示す書類をご提出いた
だきます。

（＊２）保険金をお支払いする事由の有無、保険金をお支払いしない事

　由の有無、保険金の額の算出、保険契約の効力の有無、その他引受保
険会社がお支払いすべき保険金の額の確定のために確認が必要な事
項をいいます。

（＊３）必要な事項の確認を行うために、警察などの公の機関の捜査結果
の照会、医療機関など専門機関の診断結果の照会、災害救助法が適用
された被災地における調査、日本国外における調査等が必要な場合に
は、普通保険約款・特約に定める日数までに保険金をお支払いします。
この場合、引受保険会社は確認が必要な事項およびその確認を終える
時期を被保険者または保険金を受け取るべき方に通知します。
＜保険金のご請求時にご提出いただく書類（P.58もあわせてご覧くだ
さい）＞
●被保険者または保険金を受け取るべき方（これらの方の代理人を含み
ます。）が保険金の請求を行う場合は、事故受付後に引受保険会社が
求める書類をご提出いただきます。ご不明な点については、取扱代理
店または引受保険会社までお問い合わせください。

【ご提出いただく書類】
 以下の書類のうち引受保険会社が求めるもの
・引受保険会社所定の保険金請求書
・引受保険会社所定の同意書
・事故原因・損害状況に関する資料
・被保険者またはその代理人の保険金請求であることを確認するため
の資料（住民票、健康保険証（写）　等）
・引受保険会社所定の診断書
・診療状況申告書
・公の機関（やむを得ない場合は第三者）等の事故証明書
・死亡診断書
・休業・所得証明書
・所得を証明する書類（源泉徴収票、確定申告書　等）
・損害賠償の額および損害賠償請求権者を確認する書類
・引受保険会社所定の事故内容報告書、損害または費用の発生を確認
する書類およびその他これらに類する書類
・他から支払われる損害賠償金・保険金、給付金等の額を確認する書類
　事故の内容、損害額等に応じて上記の書類以外の書類をご提出いた
だくようお願いすることがあります。
＜代理請求人について＞
●高度障害状態となり、意思能力を喪失した場合など、被保険者に保険
金を請求できない事情があり、かつ、保険金を受け取るべき被保険者
の代理人がいない場合には、引受保険会社の承認を得て、その被保
険者と同居または生計を共にする配偶者（＊）等（以下「代理請求人」と
いいます。詳細は（注）をご参照ください。）が保険金を請求できる
ことがあります。
　詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせください。
また、本内容については、代理請求人となられる方にも必ずご説明く
ださい。

（注）①「被保険者と同居または生計を共にする配偶者（＊）」
　　②上記①に該当する方がいないまたは上記①に該当する方に保険

金を請求できない事情がある場合
　　　「被保険者と同居または生計を共にする３親等内の親族」
　　③上記①、②に該当する方がいないまたは上記①、②に該当する方

に保険金を請求できない事情がある場合
　　　「上記①以外の配偶者（＊）」または「上記②以外の３親等内の親族」
（＊）法律上の配偶者に限ります（内縁関係にある方は含みません）。た
だし、P.51の被保険者（補償の対象者）の範囲の「配偶者」は内縁関
係にある方も含みます。

＜共同保険契約に関するご説明＞
●団体総合生活補償保険（標準型）家族型・団体総合生活補償保険（標
準型）夫婦型・団体総合生活補償保険（標準型）本人型・団体長期障
害所得補償保険・施設所有（管理）者賠償責任保険・生産物賠償責任
保険・受託者賠償責任保険は共同保険に関する特約に基づく共同保
険契約です。それぞれの引受保険会社は、引受割合に応じて、連帯す
ることなく単独別個に保険契約上の責任を負います。また、三井住友
海上は、幹事保険会社として他の引受保険会社の業務および事務の
代理・代行を行います。引受保険会社は次のとおりです。三井住友海
上（幹事会社）、東京海上日動、損害保険ジャパン、あいおいニッセイ
同和損保。なお、それぞれの会社の引受割合は契約締結時までに決
定しますので、中電クラビスまでお問い合わせください。

その他の説明
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